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《要旨》 

 

2026 年 4 月 12 日に実施されたハンガリー総選挙では、親 EU 路線を掲げる野党ティ

サが勝利し、親露的な右派ポピュリスト政党フィデス主導政権からの政権交代が実現し

た。フィデスのオルバン政権は 2010 年 4 月以降、16 年間にわたり政権を維持し、権力

の集中や権威主義的側面を強めていたが、今回の選挙において、ティサは 199 議席中

141 議席を獲得し、憲法改正に必要な 3 分の 2 を超える多数を確保したことで、ハンガ

リー政治は大きな転換点を迎えた。 

今回の選挙結果は、ハンガリー国内に蓄積していたオルバン政権への不満が表面化し

たものと捉えられる。ハンガリーでは近年生活苦と低成長が続いており、2022 年以降

の高インフレによって家計の購買力も大きく損なわれ、EU 基金の凍結や投資の停滞、

最大の貿易相手国であるドイツ経済の低迷がハンガリー経済を下押ししていた。また、

長期政権下で権力集中を強めたことで蔓延した汚職や縁故主義への批判が強まったこ

とも、オルバン政権の求心力を低下させた。こうした経済的・政治的要因を背景に、反

オルバン政権票をまとめたティサが幅広い支持を獲得したと考えられる。 

ハンガリーの政権交代が国内に与える影響は大きい。EU 基金の凍結が解除されれば、

その資金に加えて、回復が見込まれる投資が中長期的な経済停滞からの脱却に寄与する

可能性がある。また、対露方針の転換から、ロシア産エネルギーへの依存を縮小し、供

給先の多様化や再生可能エネルギー拡大を進めるとしている。さらに、2030 年までの

ユーロ導入を目標に財政再建や物価安定、制度改革を進めることは市場の信認向上に寄

与し、今後ユーロ加盟が実現すれば、更なる対内投資の誘致やユーロ域内での貿易活性

化により経済の活性化も期待される。一方、これらのティサが掲げる改革実現のために

は財政的な制約はもちろん、旧体制の制度・人事上の影響を是正しつつ、透明で適正な

手続きと権力の抑制を確保する必要があるという点も踏まえ、その実現性については慎

重な評価が必要となろう。 

対外的な影響としては、まず、近年停滞していた V41の立て直しに寄与するとみられ

る。オルバン政権期では対露方針やウクライナ政策などをめぐってポーランド、チェコ

との対立が深まり、V4 として共通方針の形成は困難であった。オルバン政権と対露方

針が近しいスロバキアが、今後 V4 内で外交方針の面でやや孤立する可能性があるもの

 
1 ハンガリー、ポーランド、チェコ、スロバキアを併せて V4（ヴィシェグラード 4 カ国）と呼称され

る。 
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の、V4 は経済、エネルギー、インフラなどを中心に実務的な協力枠組みとして再構築

される可能性が高い。 

また、今回の政権交代は EU、NATO、ウクライナとの関係にも変化をもたらした。オ

ルバン政権は、特にロシアによるウクライナ侵攻後、全会一致を要する EU のウクライ

ナ支援や対露制裁をめぐり、拒否権の行使や承認の先送りを交渉手段として用い、EU

の意思決定を停滞させる要因となっていた。しかし、現在のティサ政権が常態的な拒否

権行使から距離を置いたことで、ウクライナ支援や EU 加盟交渉をめぐる意思決定の迅

速性と予見可能性は高まりつつある。NATO においても、ハンガリーが対露抑止やウク

ライナ支援の共通方針を恒常的に妨げる可能性は低下すると考えられる。 

他方、今回の政権交代は、欧州全体で親露的・右派ポピュリスト勢力への反発が強ま

った結果というより、高インフレ、低成長、汚職といった、長期政権下で蓄積したハン

ガリー固有の不満の噴出である側面が大きいと考えられる。欧州各国では親露政権の誕

生や右派ポピュリスト政党の伸長も見られ、ハンガリーの政権交代が、親露的・右派ポ

ピュリスト的な潮流から親EU的な政治路線へ転換する動きを欧州全体に広げる可能性

は限定的であると考えられる。 

 

《本文》 

 

1. はじめに ～ハンガリー総選挙の結果～ 

  

2026 年 4 月 12 日に実施されたハンガリー総選挙では、親 EU 路線を掲げる野党ティ

サが幅広い支持層を取り込み、199 議席中 141 議席を獲得し、憲法改正に必要となる 3

分の 2 を超える議席を単独で確保した。これに対し、ロシアとの関係維持を重視する立

場を取っていた右派ポピュリスト政党であるフィデスと、KDNP（キリスト教民主人民

党）による与党連合は 52 議席にとどまり、2022 年総選挙で獲得した議席から大幅に後

退した（表 1）。 

 

表 1：2026 年 4 月 12 日ハンガリー総選挙結果と主要政党公約 

 

2022年総選挙

獲得議席数 議席占有率 獲得議席数
ティサ（TISZA） 141 (70.9%) 0 +141

フィデス‐KDNP連合 52 (26.1%) 135 -83

その他政党 6 (3.0%) 64 -58

合計 199 (100%) 199 -

ティサ（TISZA）

フィデス（Fidesz）

ハンガリー国家選挙事務所（NVI）、各報道機関より国際通貨研究所作成

EUとの関係修復、凍結されたEU基金の解除、ロシア産エネルギー依存の段階的縮小、

反汚職・司法独立、医療・教育・交通・住宅インフラ投資、SME支援、低賃金層向け減

税、2030年までのユーロ導入
移民反対・EUの移民政策への反対、対ロシア・対中国を含む実利外交、ロシア産エネル

ギーの継続利用、家族向け減税、年金・家計支援、公共部門賃上げ、住宅支援、価格規
制・光熱費抑制

2026年総選挙
前回比（議席数）
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ハンガリーでは 2010 年以降、16 年間にわたり、オルバンを中心とするフィデスがハ

ンガリーの政治運営を主導し、権力集中や権威主義的側面を強めていた。しかし今回の

選挙によってオルバン政権に終止符が打たれ、ハンガリー国内外に影響を及ぼす政治的

転換点となった。本稿では、政権交代の背景となったハンガリーの経済的・政治的要因

を整理したうえで、新政権の発足がハンガリーの国内外の経済や外交などに与え得る影

響について考察する。 

 

2. 政権交代の要因 

 

ハンガリーで政権交代が生じた背景には、第一に生活水準の悪化と低成長の長期化が

あった。とりわけ、2022 年から 2023 年においてエネルギー価格や食料価格を中心に進

行した高インフレは、ハンガリーの通貨であるフォリントの通貨安による輸入物価の上

昇とも相まって、家計の購買力を大きく低下させた。加えて、2022 年以降の EU 基金凍

結はそれに起因する民間・公的投資の停滞と共に経済成長の重石となった。さらに、輸

出依存度の高いハンガリー経済は、最大の貿易相手国であるドイツの経済的低迷による

外需の弱さにも直面した。こうした物価高と経済的停滞は、国民生活を悪化させるとと

もに、オルバン政権の経済政策運営に対する信頼の低下を招いたと考えられる。 

これに加えて、16 年間で権威主義的な性格を強めたオルバン政権下では汚職や縁故

主義が横行しており、国民の意識としても政治的腐敗の蔓延が広く感じられるほどであ

った。政権に近い企業や人物が公的資金へのアクセスに有利になり、司法や監督機関、

公共メディアの独立性が弱められ、その他制度面の整備も進んでいないという状況は、

オルバン政権への支持低下の一因となったと考えられる。 

ティサは、経済・公共サービスの立て直しに加え、汚職対策、司法の独立性の回復、

公共資金の透明化、EU との関係修復を掲げることで、こうした経済・政治両面の不満

の受け皿となった。高インフレと低成長による生活苦に対する不満と、汚職や制度の弱

体化に対する批判を結び付け、幅広い有権者の支持を取り込んだことが、反オルバン政

権票の集約と長期政権の交代につながったと考えられる2。 

 

 

 
2 Ishikawa(2026)は、ティサ躍進の要因となったティサの選挙戦略について分析している。フィデス政権内

部での勤務経験を持ちながら党中枢には属さなかったマジャル党首が中道右派・保守としての立場を維持

するとともに、2022 年総選挙の際に失敗した既存野党との選挙連合や、旧フィデス政治家の取り込みを避

けることで、従来の左右対立とは異なる選択肢としてティサを位置付けた。さらに、地方や農村部を含む

全国的な遊説、SNS や動画配信を組み合わせたオンライン・オフライン双方の動員を通じて、従来フィデ

スが優位に立っていた地方や情報空間にも支持を拡大したと指摘する。加えて、LGBTQ 問題など分極化を

招きやすい争点では立場を曖昧にし、ウクライナへの軍事支援反対や家族支援の維持などフィデスと共通

する政策も残した。これらの相互作用によって、ティサが従来の反フィデス野党を上回って幅広い有権者

を取り込み、主要な対抗勢力となったと論じている。 
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(1) 経済的要因 

① 高インフレ ～エネルギー・食料インフレとフォリント安～ 

 2022 年のロシアのウクライナ侵攻後、エネルギー価格が急騰し、欧州各国は広く高

インフレに直面した。その中でもハンガリーのインフレは深刻で、その上昇幅は他 V4

諸国や EU 平均を大きく上回り、2023 年 1 月のピーク時の総合 HICP インフレ率は前年

同月比＋26.2％まで上昇した（図 1）。物価水準そのもので見ても、コロナ禍前の 2020

年 1 月を基準とした際に、2026 年 7 月時点では 60％程度上昇しており、同期間の EU

平均の上昇幅 30％程度を大きく上回る（図 2）。この累積的な物価上昇は個人消費を大

きく下押しし、家計の生活苦の進行、政権への不満を募らせる要因として大きく作用し

た。 

 

図 1：ハンガリーと周辺国の 

総合インフレ率推移（HICP） 

図 2：ハンガリーと周辺国の 

総合物価指数推移（HICP） 

  

 

 ハンガリーのインフレが周辺国より高い水準であった理由は、国内固有の食料価格高

騰が主因となっている（図 3）。2022 年はハンガリーにおいて記録的な干ばつが発生し

ており農業生産が大きく減少した。加えて、エネルギー・肥料等の投入価格上昇、後述

するフォリント安、食品価格規制に伴う価格転嫁などが重なり、食料インフレが急激に

加速し、これにより総合インフレ率を周辺国以上に大きく押し上げた。 
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図 3：ハンガリー総合 HICP 変化率推移（項目別） 

 

 

この間、フォリント安の進行が輸入物価を押し上げたこともインフレ率上昇の一因と

なっている。フォリントは 2022 年に特に対ドルで大幅に下落した（図 4）。その要因は

2022 年当時のドル高基調の他にも、21 年のコロナ禍明け以降の内需回復とエネルギー

輸入価格の高騰による輸入の増加により、ハンガリーの経常収支が大幅な赤字に転じ、

ハンガリー経済の先行きが懸念されたことも挙げられる（図 5）。 

 

図 4：ハンガリーフォリントの為替推移 
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図 5：ハンガリーの経常収支推移 

 

 

このように、ハンガリーの高インフレは、ロシアのウクライナ侵攻後のエネルギー価

格高騰を起点としつつ、干ばつや農業投入コストの上昇による食料価格の高騰、フォリ

ント安を通じた輸入インフレが相互に作用した結果であった。さらに、価格上昇が賃金

や企業の価格設定に波及したことで、インフレは広範かつ持続的なものとなった。こう

した複合的な要因により、ハンガリーは周辺国を大きく上回るインフレを経験し、家計

の生活水準が顕著に悪化した。選挙前時点で、インフレ率や為替、経常収支などはかな

り正常化の方向に進んでいたものの、蓄積した不満を解消するまでには届かず、政権交

代という結果となった。 

② 低成長 ～EU 基金凍結と投資の減速、最大貿易相手国ドイツの低迷～ 

 インフレによる生活苦に加えて、コロナ禍後の反動回復が一巡した 2023 年以降、経

済停滞に陥っていた。ハンガリーの実質 GDP 成長率の推移を見ると、2021 年から 2022

年には高い成長率を記録したものの、その後は急速に減速し、2023 年は前年比▲0.8％、

2024 年は同＋0.7％、2025 年は同＋0.5％とほぼゼロ成長が 3 年間継続した（図 6）。需

要項目別に確認すると、2010 年代の成長を支えてきた総固定資本形成と輸出の弱さが

足元は目立つ。総固定資本形成と輸出の年間変化率はそれぞれ、2024 年に前年比▲8.6％

と同▲0.5％、2025 年も同▲2.8％と▲1.1％とマイナス成長となり、寄与度で見てもそれ

ぞれ、2024 年は▲2.0％ポイントと▲0.4％ポイント、2025 年は▲0.6％ポイント、▲0.9％

ポイントとマイナス寄与となっている。 
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図 6：ハンガリーの実質 GDP 成長率と需要項目別寄与度推移 

 

 

まず、第一の要因である投資の減少であるが、ハンガリーは EU 基金の支払い停止措

置を受けており、これがハンガリー国内の投資の減速を招いた。欧州委員会は 2022 年

12 月以降、（2）にて後述する汚職や司法の独立性などに関する懸念から、結束政策資金

3や復興・強靭化ファシリティ（Recovery and Resilience Facility：RRF）4に係る資金の相

当部分を凍結しており5、2024 年には目に見える形で大幅な拠出金の減少が読み取れる

（図 7）。EU 基金は、EU 加盟国におけるインフラ整備や地方政府の投資を支える重要

な財源であり、この EU 基金の凍結は、公共投資と建設活動を直接抑制するとともに、

関連する民間設備投資の減速にも作用した。ハンガリーの対内直接投資フローの推移を

確認しても、欧州からハンガリーへの直接投資も減少しており、2025 年時点では欧州

からの直接投資のフローはマイナスとなっている（図 8）6。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 EU 域内の地域間格差を縮小するため、インフラ整備、雇用創出、産業振興、地域開発などに充てられる

EU 予算上の中長期的な補助金。 
4 コロナ禍後の復興と経済構造改革を支援するために設けられた EU の復興・強靭化ファシリティで、各

国が提出した改革・投資計画の達成状況に応じて補助金・融資が支払われる制度。 
5 EU から凍結されている資金は総額で約 164 億ユーロ。内訳は、2021 年から 2027 年間の結束政策資金の

うちの約 64 億ユーロと、RRF に係る約 100 億ユーロ。 
6 図 8 において、2025 年に大幅に増加したアジアからの直接投資は、中国や韓国からの電気自動車・車

載電池関連の大型投資が主因となっている。 
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図 7：EU からハンガリーへの 

単年拠出金推移 

図 8：ハンガリーへの対内直接投資 

フロー推移 

  

 

 ハンガリー経済が停滞したもう一つの要因は、ハンガリー経済が外需依存度の高い経

済構造であることを背景に、最大の貿易相手国であるドイツの低迷の影響を強く受けた

ことにある。まず、ハンガリーの輸出入の 80％以上は欧州が占めており、中でもドイツ

は、ハンガリー輸出入の 20％以上を占める最大の貿易相手国である（図 9、10）。ハン

ガリーの自動車、電子機器、機械産業はドイツ企業を中心とする欧州のサプライチェー

ンに深く組み込まれており、ドイツ国内の需要減少や生産調整は、ハンガリーの輸出・

生産に直接波及する。加えて、ハンガリーの 2025 年における輸出入金額が名目 GDP 比

でそれぞれ 72.6％、68.1％と、EU 平均の 49.6％、45.8％を大きく上回ることから、ハン

ガリー経済にとって外需の動向が国内経済に及ぼす影響は大きい（図 11）。2023 年以降

のドイツ経済は、エネルギーインフレに加え、中国企業との競争激化を主因とする自動

車産業の競争力低下などを背景として、2023 年に前年比▲0.3％、2024 年に同▲0.2％と

2 年連続でマイナス成長であった。この影響は、両国の鉱工業生産にも表れており、ド

イツの鉱工業生産が低下する中、ハンガリーでも 2023 年以降、同様に鉱工業生産は低

下基調をたどっており、ドイツとハンガリーの製造業、景気の低迷が同時に進行してい

た様子がうかがえる（図 12）。 
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図 9：ハンガリーの貿易相手地域・国別 

輸入推移 

図 10：ハンガリーの貿易相手地域・国別 

輸出推移 

  

 

図 11：ハンガリーと EU 平均の 

GDP 比輸出入割合推移 

図 12：ハンガリーとドイツの 

鉱工業生産指数と実質 GDP 成長率推移 

  

 

(2) 政治的要因 ～汚職の蔓延～ 

 オルバン政権下で蓄積した汚職や縁故主義への不満も、今回の選挙結果の大きな要因

である。16 年間の長期政権下で権威主義的な性格を強めたことで、ハンガリー国内に

おける汚職や縁故主義が広がり、政権に近い企業や人物が公共調達などへのアクセスで

有利な立場を得る一方、司法、検察、監督機関、公共メディアといった権力を監視すべ

き制度の独立性や実効性が弱められたとの批判が強まった。 

2025 年に欧州委員会が行ったアンケート調査では、ハンガリー国民の 88％が国内で

広く汚職が蔓延していると回答した7。各国政府の統治の質を指標化した世界銀行の世

界ガバナンス指標（Worldwide Governance Indicators：WGI）でも、2024 年のハンガリー

 
7 EU 平均は 69％、ポーランドは 55％、チェコは 75％、スロバキアは 78％が同様に回答している。 
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のスコアは、政治参加・表現の自由と政府の説明責任、政策・規制の質、法の支配、汚

職の抑制のいずれについても、周辺国を下回る水準にある（図 13）。これら指標に加え、

世界報道自由度指数や腐敗認識指数の世界ランキングを時系列でみても、2010 年のオ

ルバン政権樹立以降は長期的に悪化傾向になっていることが確認でき、オルバン政権下

でハンガリーのガバナンスが低下していった様子がうかがえる8（図 14）。 

 

図 13：ハンガリーと周辺国の世界ガバナンス指標抜粋（2024 年）  

 

 

図 14：ハンガリーの各政治指標推移 

 

 

ハンガリーにおける法の支配や汚職対策関連の問題は、欧州委員会の報告書でも指摘

されており、ハンガリーでは高位公職者が関係する汚職事件について、捜査、起訴、確

定判決の実績を確立するための進展がみられないとしている。また、ロビー活動やリボ

 
8 世界報道自由度指数では 2021 年以降ランキングの改善が見られるが、2022 年の評価方法変更による順

位上昇を含む。 
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ルビングドア問題9に関する規制、政治家の資産申告制度、政党・選挙資金の透明性にも

課題が残り10、汚職監視を担う高潔性推進局（Integrity Authority）も十分に機能する上で

の制約も存在する11と指摘している。なお、政権交代後には欧州検察庁への参加や高潔

性推進局の権限強化などが進められているものの、課題の解決には時間を要するとみら

れる。 

 

3. 政権交代による影響 

 

今回のハンガリーの政権交代は、16 年に及んだフィデス主導の政治体制に終止符を

打ち、国内政策と対外関係の双方を転換させる契機となる。ティサ政権が汚職対策や司

法改革を進めることができれば、凍結されてきた EU 基金の段階的な解除や対内投資の

回復が期待される。一方、対露方針の転換から、ロシア産エネルギーへの依存からの脱

却を掲げているが、対露関係の見直しは段階的となる可能性が高い。また、2030 年まで

のユーロ導入も掲げ、そのために必要となる財政・物価・制度面での改革は市場の信認

向上に寄与する可能性が高い。また実際にユーロ導入が達成されれば、対内投資の誘致、

ユーロ域内の貿易の拡大、ひいては経済の活性化も期待できる。 

 対外面では、ハンガリーが親 EU 路線へ転換することで、まず V4 内部の政治バラン

スに変化をもたらす可能性がある。オルバン政権下では政治的な対立もあったポーラン

ドやチェコに接近しつつ、親露方針のスロバキアとはやや距離ができる可能性はあるが、

今後の V4 は経済、エネルギー、インフラなどを中心に実務的な協調が強まると考えら

れる。また、今回の政権交代は EU や NATO における意思決定の円滑化をもたらす。オ

ルバン政権下では親露方針のために、EU や NATO における意思決定のボトルネックで

あったが、政権交代後はウクライナ支援の実行などで既に影響が出ている。一方で、今

回のティサ台頭はハンガリー固有の経済的・政治的問題を背景としており、欧州諸国の

政治動向を見ても、同様の政治変動が欧州各国に広く波及する可能性は限定的であると

考えられる。 

 

 

 

 
9 リボルビングドア（回転ドア）問題とは、政府・議会・規制当局などの公職者が、退職後に在職中の担当

分野と関係する企業やロビー団体へ移る、または民間部門の関係者が公職に就くことで、内部情報や人的

関係の利用、利益相反、特定の民間利益による政策決定への過度な影響が生じ得る問題を指す。 
10  ロビー活動やリボルビングドア問題については、 政治家とロビイストの接触の公開や退職後の就職を

規律する包括的な制度が未整備と指摘。政治家の資産申告制度についても、申告対象が限定的で定期的な

検証が行われていないと指摘。政党・選挙資金については、関連財団や第三者団体を通じた資金の流れ、

選挙寄付、行政資源の選挙利用に関する透明性と監督が不十分と指摘。 
11 調査に必要な銀行・税務情報などへのアクセスや刑事手続上の権限が限定され、政府による勧告への対

応も不明確であるなど、実効的な監督を妨げる制度上・運用上の制約があると指摘。 
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(1) 国内への影響 

① EU 基金の凍結解除に向けて 

 ハンガリーと EU は 2026 年 5 月に凍結されている EU 基金の解除条件について政治

的に合意した。ハンガリー国内の制度改革実行が達成されれば、総額約 164 億ユーロ

（2025 年のハンガリーの名目 GDP の約 7.6％に相当する）規模の資金が段階的に流入

する。司法の独立性強化、汚職対策、公共調達の透明化など、EU が求める制度改革を

進める前提ではあるが、EU 基金の流入再開は、インフラ整備をはじめとした公共投資

を再び動かす契機となる。さらに、政策運営の予見可能性や EU との関係改善が確認さ

れれば、企業の投資マインドや海外投資家の信認改善を通じて、民間投資を呼び込む効

果も期待される。 

 

② 対露関係の方針転換 ～エネルギーのロシア依存脱却に向けて～ 

 ハンガリーの政権交代は、オルバン前政権の下で続いてきた対露協調路線の見直しを

意味する。ティサ政権はロシアとの関係を全面的に断絶するのではなく、実務上必要な

対話を維持しつつも、ロシアの政治的・経済的影響力を縮小する方針を掲げており、ロ

シアとの段階的な政治的、経済的な距離の取り直しを図るとみられる。 

 対露関係の見直しで最大の課題となるのが、エネルギー分野である。ロシアのウクラ

イナ侵攻後、多くのEU加盟国がロシア産エネルギーの輸入を急速に削減したのに対し、

ハンガリーは 2025 年時点で、原油輸入額のうちの 91.2％、天然ガス輸入額のうちの

73.8％をロシアが占めている（図 15、16）。対露関係の再構築を目指すにも、エネルギ

ーのロシア依存がある限り、供給途絶や政治的圧力といった懸念は残る。ティサ政権は

2035 年までにロシアへのエネルギー依存を解消し12、2040 年までに再生可能エネルギ

ーの比率を現状から倍増させる方針を示している13。また、送電網の近代化、風力・地

熱エネルギーの活用拡大に加え、ロシア企業が建設を担い、ロシア政府の融資を受ける

パクシュ原子力発電所増設計画（パクシュⅡ）14についても再検証する方針である。 

 
12 ティサ政権はエネルギー供給先の多様化を目指し、原油ではドルジバパイプライン経由のロシア産への

依存度を引き下げつつ、クロアチアのアドリアパイプラインを活用した非ロシア産原油の調達拡大を図る。

天然ガスでも、トルコストリーム経由のロシア産への依存を低下させ、クロアチアのクルク島の LNG ター

ミナルや周辺国との連系網を通じて調達経路を広げる方針である。ティサはロシアからのエネルギー依存

脱却の成功例としてチェコを挙げている。チェコでは、イタリアのトリエステ港からドイツ経由で原油を

輸送する西側ルートを増強し、2025 年には非ロシア産原油のみで国内需要を賄える体制を整備した。加え

て、ロシア産ウラル原油向けに最適化されていた製油所でも、非ロシア産原油の混合試験や設備改修を進

め、精製面での制約を緩和した。天然ガスでも、オランダの LNG ターミナルを通じた供給を確保し、ロシ

ア産天然ガスへの依存を大幅に低下させている。 
13 IEA によると、2024 年時点のハンガリーの総エネルギー供給量のうち、再生可能エネルギー（バイオエ

ネルギー・廃棄物、水力、太陽光、風力、その他）は 16.1％となる。 
14 パクシュⅡは、ハンガリー唯一の原子力発電所であるパクシュ原発に、ロシア型原子炉 2 基を増設する

計画であり、ハンガリー・ロシア政府間協定に基づき、ロシア国営原子力企業ロスアトムが建設を担う。

総事業費は当初 125 億ユーロとされ、このうち最大 100 億ユーロをロシア政府融資で賄う枠組みであるた

め、完成後も技術、資金、核燃料などの面でロシアとの長期的な関係が残る可能性がある。 
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図 15：ハンガリーの原油輸入 

国・地域別割合推移 

図 16：ハンガリーの天然ガス輸入 

国・地域別割合推移 

  

 

③ ユーロ加盟への道筋 

 ティサ新政権は 2030 年までのユーロ導入を政策目標として掲げており、ハンガリー

の EU への回帰を象徴する動きの一つと捉えられる。ユーロ加盟のためにはインフレ率

や財政、長期金利、為替面における 4 つの基本条件を満たす必要があり、2026 年 6 月

時点ではハンガリーはいずれの基準も満たしていない（表 2）。加えて、国内法を EU 条

約および欧州中央銀行制度に適合させる必要があり、中央銀行の独立性、政府への信用

供与を禁じる規定などの点で、現行制度は加盟要件を完全には満たしていないと評価さ

れている。ベンチマークとなる財政や物価、制度面における改善が進めば、市場からの

信認も向上するとみられる。 

 

表 2：ユーロ加盟のための主要条件とハンガリーの現状（2026 年 6 月評価時点） 
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2026年6月時点の主要判定基準 ハンガリーの状況 評価

物価安定

2025年6月～2026年5月の12か月平均HICPインフレ

率が、基準値である2.7％を超過しないこと。
（※基準値は、物価安定的なキプロス、フランス、
デンマークのHICP上昇率平均に1.5％ptを加えて算

出）

同期間の平均HICPインフレ率は3.3％で、基

準値を超過。
未達

財政

財政赤字と政府債務のそれぞれが、基準値のGDP比

3％、GDP比60％を超過しないこと。

過剰財政赤字手続きの対象となっていないこと。
（※基準値は固定）

2025年の財政赤字はGDP比4.7％、政府債務は

GDP比74.6％で、いずれも基準値を超過。

2026年の財政赤字はGDP比6.2％の予測で、過

剰財政赤字是正に失敗するリスクありとECB

は指摘。

未達

長期金利

2025年6月～2026年5月の平均長期金利が、基準値

5.1％を超過しないこと。
（※基準値は、物価安定基準と同じ3カ国の長期金

利平均に2％ptを加えて算出）

同期間の平均長期金利は6.7％で、基準値を超
過。

未達

為替安定

審査前の少なくとも2年間欧州為替相場メカニズム

II （ERM II）に従い、深刻な緊張なしに対ユーロ

で安定していること。
（※ERM IIは、ユーロ非参加国の通貨とユーロ間の

為替相場を安定させるための仕組み）

2年前の2024年6月時点において、フォリント

はERM IIに未参加。

対ユーロでのボラティリティも相対的に高い
とECBは評価。

未達

（資料）ECB(2026) “Convergence Report, June 2026”より国際通貨研究所作成
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また、実際にユーロに加盟できた際には、現在のフォリントとユーロの間の為替変動

リスクや両替・決済コストが解消され、企業の取引費用が低下するとともに、輸出入や

投資計画の予見可能性が高まることが期待される。また、金融・財政政策への信認向上

によって国債や企業の資金調達コストが低下し、対内投資の拡大につながる可能性もあ

る15。 とりわけ、ユーロ圏との経済関係が深いハンガリーにとっては、ユーロ圏におけ

るサプライチェーンへの統合を一段と強化し、貿易の拡大によって経済成長を後押しす

る効果が見込まれる16。 

 

④ ティサ政権による改革の実現性は慎重に評価するべきか 

 ハンガリー国内に蓄積した経済的・政治的問題の解決を期待されて成立したティサ政

権であるが、掲げる改革が計画どおり実行され、制度や経済の改善に結び付くかについ

ては慎重に評価する必要がある。ティサは議会で憲法改正が可能な 3 分の 2 超の議席を

確保しており、法制度を変更するうえでの政治的基盤は強い。しかし、司法、監督機関、

公共メディア、国有企業などには、フィデス政権下で任命された関係者が数多く残って

おり、政権が交代しても行政や制度の運用が直ちに変わるとは限らず、旧政権に近い人

的・経済的ネットワークが改革を遅らせる可能性もある17。加えて、ティサ政権は、汚

職対策や公共調達改革を進め、EU 基金の凍結解除を目指す一方、医療・教育・インフ

ラへの投資、減税、家計支援なども掲げている。しかし、財政赤字と政府債務が高水準

にあるなか、これらの公約と財政再建を同時に実現する余地は限られる。 

 長期にわたって弱体化した民主的制度を再建する作業は、単に法規制を改正し、旧政

権の任命者を交代させるだけでは完結しない18。制度面や人事面で旧体制の影響を過度

に残せば改革が停滞する一方、その排除を急げば、強権的な権力行使、行政能力の低下

や政治的な人事介入といった批判を招く可能性がある。実際、ティサ政権は首相・国会

議員の在任期間制限や大統領任期の途中終了など、大幅な制度変更を短期間で進めてお

 
15 ハンガリーと同じ V4 の一国であり、輸出依存度が高く、欧州の製造業サプライチェーンに深く組み込

まれているスロバキアの事例は、ユーロ加盟の効果を考えるうえで参考となる。スロバキア国立銀行によ

れば、貿易や観光に伴う両替・決済費用の削減により、企業や家計は年間で GDP 比約 0.3％に相当する 2

億ユーロ超を節約したほか、ユーロ圏との貿易における為替変動リスクの解消によって、輸出が最大 10％

程度押し上げられた可能性があると推計されている。さらに、ユーロ導入から 10 年後に実施されたアンケ

ートでは、国民の 69％がユーロは自国にとって有益であったと回答しており、国民からも一定の肯定的な

評価を得ている。 
16 一方で、ユーロに加盟すること（自国通貨を放棄すること）のデメリットとしては、独自の金融政策（政

策金利や為替レートの調整）を通じた物価や景気の調整機能を失うことなどが挙げられる。 
17 Scheppele (2026)は、ティサが形式上は大幅な制度変更を行える議席を得た一方、実際には裁判所やメデ

ィア、行政機関が長期にわたり再編され、民主的な行政慣行や制度運営能力そのものが損なわれていると

指摘する。ティサ政権は、財政余力に乏しく、制度的な拒否権を持つ旧体制関係者が各所に残る国家を運

営する必要があり、改革の成否は個別法令の成立だけでなく、司法・行政の独立性、専門人材、監視機能、

政治的中立性を持続的に回復できるかに左右されると論じている。 
18 Friedman and Ruy (2026)は、権威主義的体制から民主主義への回帰を完遂した国は比較的少なく、旧体制

の関係者を排除しつつ行政の知識・専門性を維持することが、再民主化における重要な課題になると指摘

している。 
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り、その手法自体がオルバン政権期の強権的な制度変更を別の形で繰り返すのではない

かとの懸念も示されている19。ティサ政権による改革の実現性は、旧体制が残した制度・

人事上の問題の是正を、透明で適正な手続きを守り、権力の抑制を確保しながら実行で

きるのかという点も踏まえて、慎重に評価する必要があると考える。 

 

(2) ハンガリー国外への影響 

① V4（ポーランド、チェコ、スロバキア） 

ハンガリーの政権交代は、近年停滞していた V4 の政治協力を立て直す契機となる。

オルバン政権下では、法の支配をめぐる EU との対立に加え、ロシアのウクライナ侵攻

への対応をめぐってポーランドやチェコとの立場の違いが拡大し、V4 として共通方針

を形成することが難しくなっていた。ティサ政権が EU との関係修復や制度改革、対露

依存の縮小を掲げたことで、こうした対立軸は弱まり、ポーランド、チェコとの政治的

な距離は縮小する方向にある。とりわけポーランドとの関係では、マジャル首相が就任

後初の公式外遊先として 2026 年 5 月にポーランドを訪問し、両国外相もこの協議を新

たな関係構築に向けた節目と位置付けた。両国は EU 基金の解除、ロシア産エネルギー

への依存低下、V4 を含む地域協力の強化について協議しており、政治的な関係修復は

既に具体化し始めている。 

一方、スロバキアのフィツォ政権にとっては、ハンガリーの政策転換が V4 内の政治

的な力関係を不利な方向に変化させる。フィツォ政権は、ウクライナへの軍事支援に慎

重な立場を取り、ロシアとの対話やロシア産エネルギーの維持を重視するなど、オルバ

ン政権と多くの政策姿勢を共有してきた。ハンガリーの親 EU 化と対ウクライナ関係改

善への転換は、スロバキアの対露融和的かつ対ウクライナ支援に慎重な立場を、V4 内

で相対的に際立たせる可能性が高い。もっとも、2026 年 7 月から V4 議長国を務めるス

ロバキアは、V4 各国を結び付ける課題に協力を集中させる方針を示している。対露政

策の方針は共有できないものの、エネルギー、農業、インフラなどでは実務面での協力

を維持するという関係へ移行する可能性が高い。 

 上記のようにスロバキアとはやや距離感が生じる可能性はあるものの、V4 地域の結

束は今後強まっていくとみられる。2026 年 6 月には約 2 年 4 か月ぶりに 4 カ国首脳が

 
19 ティサ政権によるハンガリーの制度改革は、政権発足後、急速に進められている。2026 年 6 月には憲法

が改正され、首相の在任期間を通算 8 年までとする制限が導入された。この規定は過去の在任期間にも適

用されるため、通算 20 年間首相を務めたオルバンの首相復帰を事実上困難にした。さらに 7 月には、第 17

次憲法改正によって国会議員の在任期間を最大 12 年（3 期）に制限するとともに、オルバン政権下で選出

されたシュヨク大統領の任期を途中で終了させる措置が盛り込まれた。一方、ティサが議会の 3 分の 2 を

超える多数を背景に、短期間で憲法改正やオルバン政権期の高官の交代を進めていることには批判も出て

いる。特に大統領の任期途中での退任や憲法裁判所判事の制度変更については、手続きや法の支配を十分

に尊重せず、オルバン政権が用いた強権的な制度変更の手法を別の形で繰り返しているとの懸念が示され

ている。ティサ政権には制度改革の実効性だけでなく、その改革過程自体が民主的な手続きや制度的抑制

を尊重したものとなるかが問われている。 
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そろった V4 の首脳会合が開催された20。4 カ国首脳は共同声明を発表し、V4 を地域対

話・協力の主要な枠組みとして再活性化・強化する方針を確認し、EU の次期多年度財

政枠組み、結束・農業政策、エネルギー価格、移民、自動車産業、域内交通・エネルギ

ーインフラなどについて協調を進めることで一致した。今後の V4 は、外交・安全保障

政策で完全な足並みをそろえるというよりも、共通の経済的・地域的課題に対応するた

めの実務的な協力枠組みとして、その役割を再構築していく可能性が高い。 

 

② EU、NATO、ウクライナ ～EU、NATO の意思決定円滑化に前進～ 

 オルバン政権下のハンガリーは、全会一致を要するウクライナ支援や外交上の重要決

定に対し、拒否権の行使や承認の先送りを交渉手段として用いてきた。このため、EU

は支援策の内容だけでなく、ハンガリーを合意に取り込むための調整にも時間を要し、

政策決定の時期や実施可能性を見通しにくい状態が続いていた。 

対して、ティサ政権は、EU との協調姿勢を示し、重要決定に対する常態的な拒否権

行使から距離を置いている。これにより、EU では対ウクライナ政策を中心に、直前の

拒否や追加譲歩を織り込む必要性が低下し、意思決定の迅速性と予見可能性が高まると

考えられる。 

EU における意思決定が実際に円滑化した例として、2026 年 4 月に採択された、ウク

ライナへの総額 900 億ユーロの融資が挙げられる。EU は 2025 年 12 月に、2026～27 年

のウクライナ支援として上記の融資について政治的合意、2026 年 2 月には融資制度自

体が成立したものの、融資の実行に必要な EU 中期予算枠の修正についてハンガリーが

反対し、最終的な承認が停滞していた。4 月の総選挙で政権交代が決まる中、損傷して

いたドルジバパイプラインのウクライナによる復旧を機にハンガリーはその反対を撤

回し、融資実行に必要な手続きが前進した21。 

加えて、ウクライナの EU 加盟交渉も政権交代によって本格的に開始した。ウクライ

ナの EU 加盟交渉自体は 2024 年に形式的に開始されていたものの、具体的な政策分野

ごとの交渉開始はハンガリーの反対によって停滞していた。ティサ政権は 2026年 6月、

ウクライナ西部に居住するハンガリー系住民の言語・教育・文化上の権利についてウク

ライナ政府と合意、加盟交渉に対する拒否を撤回し、これを受け、全加盟国が交渉開始

 
20 V4 首脳会合は原則として年 1 回開催されるほか、従来は政策調整を目的とする首相会合も数か月から

1 年程度の間隔で開かれていた。このため、2024 年 2 月会合から 2026 年 6 月会合まで約 2 年 4 か月にわた

り 4 カ国首脳の会合が途絶えたことは、対露方針やウクライナ政策などをめぐる V4 内部の亀裂の深さを

示す異例の空白であったと考えられる。 
21 当初、本件のウクライナ融資はハンガリー、スロバキア、チェコを不参加として、その 3 カ国が財政負

担を負わない形（オプトアウト）で進めていたが、EU 予算枠修正には EU の全会一致が必要となり、オル

バン政権がこれを拒否したため停滞していた。一方、ロシア産原油をウクライナ経由でハンガリー・スロ

バキアに輸送するドルジバパイプラインが 2026 年 1 月に損傷、機能停止となっていた。オルバン政権はド

ルジバパイプラインのウクライナによる復旧と引き換えに、拒否を撤回し、EU による第 20 次ロシア制裁

（ロシアのエネルギー収入、制裁を回避してロシア産原油を輸送するタンカー群、金融・暗号資産、軍需

関連企業などを対象に制裁を強化する包括的な対露制裁パッケージ）に合意した。 
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で合意した。2026 年 6 月には、ウクライナの EU 加盟に向けた具体的な審査・交渉が開

始しており、法の支配や民主的制度、行政運営、経済制度など、加盟国としての基本的

な条件を確認する「基本事項」の交渉が開始、さらに 7 月には、EU 域外との貿易政策

や外交、安全保障・防衛政策を EU の共通方針にどのように合わせていくかを協議する

「対外関係」の交渉も始まった22。 

政権交代の影響は、NATO にも及んでいる。オルバン政権は NATO 加盟そのものや集

団防衛への関与を否定していたわけではないが、上記の EU と同様に、ウクライナ支援

について NATO による支援枠組みへの不参加を選択するなど、他の加盟国との間に一

定の距離があった。また、過去にはフィンランドやスウェーデンの NATO 加盟承認を先

送りし、同盟内の合意形成を遅らせた経緯もある。 

ティサ政権成立後は、ハンガリーが NATO の対露方針やウクライナ支援に関する合

意形成を恒常的に妨げる可能性が低下した。2026 年 7 月の NATO アンカラ首脳会議で

は、加盟国が 2026 年にウクライナへ総額 700 億ユーロの軍事装備、支援および訓練を

提供し、2027 年についても少なくとも同等水準の支援を維持する方針で合意した。ハ

ンガリーがこの首脳宣言の採択に加わったことは、必ずしも同国が直接的な武器供与を

大幅に増やすことを意味しないものの、少なくとも NATO 全体の支援方針を阻止しな

い立場へ移行したことを示している。 

さらに、ティサ政権は国防費の増額にも取り組む方針である。2026 年 7 月の NATO

首脳会議後、2025 年のハーグ首脳会議で合意された、2035 年までに国防・安全保障関

連支出を GDP 比 5％へ引き上げる目標について、ティサ政権も履行方針を示した。財

政面での課題はあるものの、NATO への政治的な協調はこの点でも確認できる。 

EU および NATO における合意形成が円滑化し、停滞していたウクライナ支援や EU

加盟交渉が進展し始めている状況は、そのボトルネックの一つであったハンガリーの政

権交代によって後押しされた面が大きい。EU や NATO において、ハンガリーが加盟国

間の合意を妨げる存在から、少なくとも共通方針の形成を阻害しない加盟国へと転じて

おり、この観点から、今回のハンガリーの政権交代はハンガリー国内の政治変動以上の

意味合いを持つと言えよう。 

 

③ 欧州各国への政治的ムーブメントの伝播は限定的か 

 今回のハンガリーの政権交代は、欧州全体で親露的・右派ポピュリスト勢力への反発

が強まった結果というよりも、長期政権下で蓄積した国内固有の不満によるところが大

 
22  EU 加盟交渉では、加盟候補国が EU の法律や制度を受け入れ、実際に運用できるかを政策分野

（negotiating chapters）ごとに審査する。関連する政策分野をまとめた交渉単位をクラスター（clusters）と

呼び、クラスターの開設は、その分野について正式な交渉を始めることを意味する。クラスターは「基本

事項」、「域内市場」、「競争力と包括的成長」、「グリーンアジェンダと持続可能な接続性」「資源・農業・結

束」「対外関係」の 6 つからなる。クラスターが開設されても加盟が認められたわけではなく、その後、国

内法の改正や制度整備、実施状況の確認が必要となる。 
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きい。高インフレや投資停滞、公共サービスの悪化によって生活水準への不満が強まっ

たほか、汚職や権力集中、EU 基金の凍結につながった法の支配を巡る問題が、フィデ

ス政権への支持を低下させた。ティサも、親 EU を掲げる一方で中道右派に位置し、選

挙戦では外交理念の転換そのものよりも、汚職の是正や国家機関の正常化、経済再建を

前面に打ち出していた。このため、今回の選挙結果を、欧州の有権者が右派ポピュリズ

ムや対露融和路線を一斉に否定した事例とみなすことは適切ではない。 

実際、欧州全体の政治潮流は必ずしもハンガリーと同じとは言えない。同じく中東欧

に位置するブルガリアでは、2026 年 4 月の総選挙で対露融和的なラデフ前大統領率い

る勢力が勝利し、同年 6 月にはウクライナへの武器供与の停止、7 月にはウクライナに

関する有志連合23から離脱すると表明するなど、ウクライナへの軍事支援や対露政策を

巡って、従来の EU 主流派とは距離を置き始めている。2024 年の欧州議会選挙において

は、親 EU の中道政党群は多数を維持したものの、右派や EU 統合に懐疑的な勢力が議

席を伸ばした。その他欧州各国においても移民、物価、治安、国家主権などを争点とす

る右派ポピュリスト政党の伸長が続いている24。 現時点では EU の意思決定を直接阻害

する国は、ハンガリーの政権交代以降現れてはいないものの、オルバン政権同様にボト

ルネックとなる国が新たに出現する可能性は否定できない25。 

こうした状況も踏まえて、欧州全体で政治路線が一方向には収斂しておらず、今回の

ハンガリーのような親露的、右派ポピュリスト的な潮流から親 EU 的な方向への政治的

転換が、欧州全体を動かすようなムーブメントとして伝播する可能性は限定的であると

考えられる。 

 

以 上 

 

 
23 ウクライナに関する有志連合はウクライナの永続的な平和に貢献し、同盟国や米国と緊密に連携してヨ

ーロッパ地域の安定を強化するという意思で結束した 35 カ国で構成される。 
24 2026 年 5 月の英国地方選挙では右派ポピュリスト政党である改革党（Reform UK）が既存政党の労働党

に圧勝し、この結果を端緒として労働党スターマー首相が最終的に辞任するに至っている。2027 年春に予

定されているフランスの大統領選挙に向けて、右派ポピュリスト政党である国民連合（RN）のルペンが現

時点において有力候補となっている。 
25 現時点では、EU 内で親露的な姿勢が目立つスロバキアやブルガリアが、旧オルバン政権下のハンガリ

ーほど恒常的に EU の意思決定を阻害する可能性は高くないと考えられる。スロバキアのフィツォ首相は、

オルバン首相退陣後には EU のウクライナ支援を自身が阻止する可能性を示唆していたが、実際にはハン

ガリー政権交代後も 900 億ユーロのウクライナ融資の実施を阻止し続けることはなかった。加えて、フィ

ツォ政権は議会基盤が旧オルバン政権ほど強固ではなく、財政制約や国内政治の不安定さも抱えているた

め、EU との長期的な対立を続ける政治的余力は相対的に限られる。ブルガリアも足元は強硬姿勢を強めて

いるが、政権内部の足並みは必ずしも一致していない。2026 年 7 月にはラデフ首相が有志連合への不参加

を表明した翌日、ペトロヴァ外相がウクライナ・南東欧首脳会議に参加し、同会議では有志連合の活動を

評価する宣言が採択された。こうした政権内部の温度差は、旧オルバン政権のような一貫した対 EU 強硬

姿勢を長期的に維持するうえでの制約となり得る。両国が個別案件で EU の合意形成を遅らせるリスクに

は注意が必要である一方、旧オルバン政権のように幅広い案件で継続的なボトルネックとなる可能性は、

現時点では限定的とみられる。 
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